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国においては、「農業振興地域の整備に関する法律」(昭和44年法律第58号。以下「農振

法」という｡)に基づき、令和７年（2025年）６月に、「農用地等の確保等に関する基本指

針」(以下「基本指針」という｡)を変更しました。このため、県は、この基本指針の変更を

受け、「農業振興地域整備基本方針」(令和３年（2021年）９月策定)を次のとおり変更し

ます。 

 

第１ 都道府県面積目標その他の農用地等の確保に関する事項  

 １ 農用地等の確保の基本的考え方  

本県の農業振興地域注１の総面積は、令和５年（2023年）12月において約375.85千ha

であり、そのうち農用地（田、畑、樹園地、採草放牧地)が約49.41千ha存在します。こ

の農用地のうち、集団的に存在する一定規模以上の農地や農業生産基盤の整備が実施

された農地等は、優良農地として農用地区域に設定されており、その面積は約38.98千

haとなっています。残りの約10.43千haは農用地区域以外の農用地(農振白地)です。 

しかし、これらの農地も、近年の農業者の減少・高齢化等により、荒廃農地が発生

したり、都市部近郊地域における農業以外の土地需要等により、農地の転用が行われ

たりするなど、年々減少する傾向にあります。 

こうした中で、農用地等のうち農業生産にとって最も基礎的な資源である農地につ 

いて、安定的な食料供給力の確保を図り、同時に農業生産活動が行われることにより 

生ずる多面にわたる機能(以下「多面的機能」という。)の適切な発揮を図る観点から､ 

国の基本指針に定められた「食料の安定供給の確保のための農業生産に必要な農用地

等の確保に関する基本的な事項」に基づき、集団的に存在する農地や農業生産基盤整

備事業注２の対象地等の優良な農地を農用地区域として設定する必要があります。 

また、おおむね10年後に確保すべき農用地区域内の農地の面積の目標を定め、これ

らの農地を良好な状態で保全・確保し、将来にわたる農業生産の場としての有効利用

を促進する必要があります。 

さらに、農用地区域以外に存在する農地についても、農業生産に加えて市民農園や

景観形成等の土地利用を促進するなど、県全体の農地の保全・確保と有効活用に努め

る必要があります。  

これらのことを踏まえ、本県では農業振興地域内の農地を次の３つに区分し、農地

の保全・確保と有効利用に努めることとします。 
注１：総合的に農業の振興を図ることが必要であると認められ、都道府県が指定する地域 
注２：農業の基盤となる農地や農業用水等を確保するため実施される整備事業 

  (1)  農地区分 

   ア 生産振興農地 

集団的に存在する農地又は土地改良事業若しくはこれに準ずる事業の施行に係 

る区域内にある農地のように、農用地区域内の農地のうち生産性の高いものを「生 

産振興農地」とします。 

当該農地は、最も優良な農地として位置付け、将来にわたり、農業生産を効率

的に行うための農地とし、原則農業生産以外の利用を行わないよう努め、その保

全・確保を図るものとします。 

     イ 多面的機能維持農地 

中山間地域等に存在する小規模・未整備地、傾斜地その他生産条件の不利な農

用地区域内の農地を「多面的機能維持農地」とします。 

当該農地は、将来にわたり、農業生産に加えて多面的機能を十分かつ適切に発
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揮するための農地としての利用を行うものとします。 

     ウ  生産・生活農地 

農用地区域外の農地を「生産・生活農地」とします。 

当該農地は、非農業的土地利用との調整を図りながら、農業生産に加えて非農 

家による農作物の生産活動や生活空間の景観形成等の土地利用を促進するものと

します。 

   (2)  農業振興地域制度の適切な運用 

農用地区域内農地の確保と地域の農業振興に関する考え方を示す農業振興地域整       

備基本方針及び農業振興地域整備計画に関する事務は、自治事務とされており、県       

及び市町が主体的にその事務に取り組む必要があります。 

したがって、県及び市町は、国の基本指針に基づき、効率的かつ安定的な農業経

営が農業生産の相当部分を担う農業構造の確立に向けて、農用地区域に係る制度の

適切な運用を図り、編入要件を満たす農地の積極的な編入や、除外の抑制等を通じ、

今後とも、農用地等をできるだけ保全・確保していく必要があります｡ 

  (3)  確保すべき農用地区域内の農地面積の目標 

これまでの農地面積の動向と将来予測を基本として、農業振興地域制度等の適切 

な運用による農地の農用地区域への編入促進や農用地区域からの除外抑制等及び、

国の新たな「食料・農業・農村基本計画」に基づき実施される各種施策の積極的な

推進による荒廃農地の発生防止や解消などを勘案し、令和５年（2023年）12月にお

ける農用地区域内の現況農地（荒廃農地を除く田､畑､樹園地）の面積約38.20千haに

対して、令和17年（2035年）に確保すべき農用地区域内の農地面積の目標を約37.71

千haに設定します。 

      ◆確保すべき農用地区域内の農地面積の目標 

          令和５年 農用地区域内の現況農地の面積 約３８．２０千 ha 

区     分 面    積 

(すう勢)                                                   △   1.42千ha 

  農用地区域からの農地(耕地)の除外  △  0.14千ha 

荒廃農地の発生(荒廃)  △  1.28千ha 

   これまでのすう勢が今後も継続した場合における                  36.77千ha 

   令和17年時点での農用地区域内の農地面積 

(施策効果等)                                                1.10千ha 

 農用地区域への編入     0.08千ha 

荒廃農地の発生(荒廃)の防止      0.32千ha 

荒廃農地の解消      0.70千ha 

(その他独自に考慮すべき事由)                             △   0.17千ha 

  ※端数処理の関係上、合計と内訳の計が一致しないことがあります。 

           令和17年農用地区域内の農地面積の目標      約３７．７１千 ha 
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２ 農業上の土地利用の基本的方向 

  (1)  農業地帯の区分 

本県は、本州の最西端に位置し、三方が海に開け、県土の中央に中国山地が東西

に走り、その中に小規模連山・盆地台地丘陵が展開していることから、瀬戸内海に

面する山陽側の地域、日本海に面する山陰側の地域、東西に中国山系が広がってい

る内陸の地域に大きく三分されています。 

気候は比較的温暖であり、平均気温は15℃内外、年間降水量は1,500～2,000㎜程

度ですが、内陸山間部は冷涼多雨の傾向にあります。交通網は、県内の各都市や山

陽と山陰を結ぶ国道・県道、中国自動車道や山陽自動車道などの高速道路が整備さ

れています。人口は、少子化と急速な高齢化の進行により減少傾向にあり、山口県

人口移動統計調査結果（令和７年（2025年）７月1日現在）では、1,265千人となっ

ています。（令和２年（2020年）同調査比 ▲5.8％） 

経済的にみれば、山陽側は東西に都市がベルト状に連なり、第２次、第３次産業

が主体をなし、山陰側は自然条件に恵まれ第１次産業が主体をなしています。 

また、中国山系が広がっている内陸の地域は、急傾斜地が多く、中小の農業上の

生産団地が点在する地域で、第１次産業が主体をなしています。 

このように、本県は、自然的、経済的条件等が大きく三分されていることから、

瀬戸内海に面している地域を「瀬戸内海沿岸農業地帯」、中国山系が広がる地域を

「中央部農業地帯」、日本海に面している地域を「北浦農業地帯」として区分しま

す。 

 

地 帯 名 市     町     名 市町数 

瀬戸内海沿岸農

業地帯 

下関市の一部(旧下関市、旧豊浦町)、宇部市 

山口市の一部(旧徳地町、旧阿東町を除く｡) 

防府市、下松市 

岩国市の一部(旧本郷村、旧錦町、旧美川町、旧美和 

       町を除く｡) 

山陽小野田市、光市、柳井市 

周南市の一部(旧鹿野町を除く｡) 

周防大島町、上関町、田布施町、平生町 

 10市4町 

(4市は 

一部市域) 

中央部農業地帯 

下関市の一部(旧菊川町､旧豊田町) 

山口市の一部(旧徳地町、旧阿東町) 

萩市の一部(旧川上村、旧むつみ村、旧旭村、旧福栄村) 

岩国市の一部(旧本郷村､旧錦町､旧美川町､旧美和町) 

美祢市、周南市の一部(旧鹿野町) 

 6市 

(5市は 

一部市域) 

北浦農業地帯 

 

下関市の一部(旧豊北町) 

萩市の一部(旧萩市、旧田万川町、旧須佐町) 

長門市、阿武町 

 3市1町 

(2市は 

一部地域) 

計   13市5町 
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 (2)  農業地帯別の土地利用の基本的方向 

農業上の土地利用の基本的方向としては、農業の規模拡大が見込まれる生産振興

農地にあっては、農業生産性の向上を目指した農業生産基盤の整備、集落営農法人

をはじめとする中核経営体や認定農業者などの担い手への農地の集積・集約化、地

域資源の活用など、農業の振興発展に視点を当てた計画的な土地利用を推進する必

要があります。 

また、多面的機能維持農地や生産・生活農地においては、農業生産の振興に加え

て、多面的機能の適切な発揮や都市住民の参加・交流等を通じた県土資源の適切な

保全・管理に努めることが重要となっています。 

このような基本的方向性を踏まえた上で、農業地帯別の土地利用の基本的方向に

ついて次のとおりとします。 

  ア 瀬戸内海沿岸農業地帯 

本地帯は、県内においても都市化の影響を強く受け、都市部及びその周辺地域に

おいては今後とも非農業的な土地需要が予想される地域ではあるものの、河川流域

を中心に大規模な農用地が開け、温暖な気象条件のもとに水稲、大豆、麦、野菜、

花き、みかん等を中心とする果樹、畜産等多様な生産活動が展開されています。 

今後も、温暖で日照に恵まれた気象条件を活かし、島しょ部でかんきつ経営、沿

岸地域で施設園芸経営、中・西部の平坦地で土地利用型農業経営を中心とした農業

の振興発展に視点を当てた計画的な土地利用を推進する必要があります。 

また、この地帯ではその地域性を活かして、農用地区域外の農地についても農業

生産に加え、非農家による農作物の生産活動や生活空間の景観形成への利用など、

地域住民の生活にゆとりと潤いを与えるための農業的土地利用を促進するものとし

ます｡ 

    イ 中央部農業地帯 

本地帯は中国山系が広がり、農業と林業が地域産業の主軸をなしています。農業

の形態は、東部の山村部と北西部の農山村部に大別できます。東部の山村部は、狭

隘な棚田が多いほか、一戸当たりの経営規模も小さく、総じて過疎化の傾向の強い

地域ですが、道の駅等の整備が進み、都市と山村部との交流や地域特産の農産物等

の加工、販売等が積極的に行われています。 

北西部の農山村部は、本県農業の中核的地位を占めており、農家の経営規模も比

較的大きく、水稲を中心に大豆、麦、露地野菜、施設園芸、りんご・なし・ぶどう等

の果樹、肉用牛及び乳用牛の生産等を組み合わせ、地域の特色を活かした複合経営

を行っている農業者が多い地域です。 

生産条件は厳しいところですが、今後も夏季の比較的冷涼な気象条件を活かした

野菜、花き、果樹経営及び畜産経営の振興に視点を当てた計画的な土地利用を推進

する必要があります。 

    ウ 北浦農業地帯 

本地帯はいずれも日本海に面しており、産業は農業、水産業、観光が主体をなし

ています。農業の形態は、北西部については経営規模が比較的大きく、水稲、大豆、

麦、野菜、果樹をはじめ、肉用牛や養鶏等の多様な畜産が行われるなど、本県の中

核をなす農業地帯です。北部については、小規模な団地が点在する地域が多いもの

の、農業生産基盤整備と生活環境基盤整備が一体的に推進されており、集落営農法
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人を設立し、地域全体として農業経営へ取り組むなどの動きが活発なところです。 

冬季の日照条件には恵まれていませんが、温暖であることに加え、基盤整備が進

んでいることから、今後も野菜経営や土地利用型農業経営を中心とした農業の振興

発展に視点を当てた計画的な土地利用を推進する必要があります。 

  

 ３ 農用地等の確保のための施策の推進 

  (1)  農地の保全・有効利用 

農地は、農業生産にとって最も基礎的な資源であり、農業の持続的発展を図るた

めには、農地を保全・確保し、その有効利用を図っていくことが不可欠です。 

このため、農振法に基づく農用地区域の設定等による計画的な土地利用や、太陽

光発電等、新たな転用ニーズへの対応を踏まえた農地法に基づく適切な転用規制な

ど、関係制度の適正な運用を推進し、無秩序な農地のかい廃等の防止に努めるもの

とします。 

また、多面的機能支払制度及び中山間地域等直接支払制度による共同活動への支

援、地域ぐるみの話し合いにより作成した土地利用構想の実現に必要な活用経費、

基盤整備や施設整備費等への支援、地域計画に基づく農業の担い手への農地の集積・

集約化の推進、農地法に基づく遊休農地に関する措置等により、農地の保全、荒廃

農地の発生防止・解消・有効利用を推進するものとします。 

さらに、限られた資源である農地を有効に利用していくためには、意欲ある多様

な農業者、とりわけ中核経営体や認定農業者などの担い手へ農地利用を集積・集約

化していくことが不可欠です。具体的には、経営所得安定対策等の導入による農業

経営の安定と国内生産力の確保に加えて、水田を中心とした土地利用型農業につい

ては、地域の実情に応じて、農業経営基盤強化促進事業等による利用権の設定や農

地中間管理機構（本県では（公財）やまぐち農林振興公社）を通じた農地の貸付等

の積極的な活用により、農地利用の集積・集約化の促進を図り、規模拡大に積極的

に取り組むものとします。 

なお、農用地等の確保と利用の促進を図る観点から、必要に応じ、多面的機能維

持農地については、棚田や急傾斜地などの条件を活かし、草地造成を伴わない低コ

ストで省力的な飼養管理ができる山口型放牧（以下「山口型放牧」という｡）等によ

る荒廃農地等の活用のほか、棚田のオーナー制度、農作業ボランティア活動などに

よる都市農村交流を推進するとともに、生産・生活農地については、これらに加え

て市民農園など非農家による農作物生産活動の場の確保などにも努めるものとしま

す｡ 

   (2)  農業生産基盤の整備及び保全 

地域計画との連携を図りつつ、スマート農業技術の導入や農地の集積・集約化に

向けた農地の大区画化、水田の汎用化・畑地化、畑地整備等の農業生産基盤の整備

を推進します。 

また、農業水利施設について、長寿命化とライフサイクルコストの低減、維持管

理の効率化・高度化、補修・更新や管理に係る費用・労力の抑制を図ることなどに

より、戦略的な保全管理を推進し、これらの取組により、良好な営農条件を備えた

農地の確保を図るものとします。 

その際、現状が農用地区域外の土地であっても、当該土地を含めて整備を行うこ

とが適当と認められるものについては、当該土地を積極的に農用地区域へ編入し、
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整備するものとします。 

また、多面的機能維持農地や生産・生活農地についても、農用地等の確保と利用

の促進を図る観点から、耕作道や用排水路の整備を行うなど、当面農業生産を維持

するために必要な基盤整備の実施に努めるものとします。 

  (3)  非農業的土地需要への対応 

生産振興農地は最も優良な農地として、多面的機能維持農地は農業生産に加え多

面的機能を十分かつ適切に発揮すべき農地として、基本的に将来にわたり保全・確

保していくべきであり、原則として農用地区域からの除外を行わないこととしてい

ます。 

しかし、一方では、非農業的土地需要に対して県土資源の合理的な利用の見地か

ら適切に対応していく必要があり、やむを得ずこれらの優良農地を農用地区域から

除外する必要が生じた場合には、農用地区域内農地の確保を基本とした、より適切

かつ厳格な農振制度の運用を図るとともに、都市計画等他の土地利用計画との調整

を図り、計画的な土地利用の確保に努めながら除外を行うものとします。 

市町が策定する農業振興地域整備計画は、今後の農業振興を図るため、長期的な

展望に立って定められた基本的な計画であり、その安定性が確保される必要がある

ことから、同計画の変更は、原則として、おおむね５年ごとに農振法第12条の２の

規定により実施する基礎調査に基づいて行うものとします。 

ただし、経済事情の変動その他情勢の推移により、基礎調査を待たずに非農業的

土地需要に対応する必要が生じたときは、それがやむを得ないものであって、急を

要するものと認められる場合に限り、同計画を変更するものとします。 

  (4)  公用施設又は公共用施設の整備との調整 

国又は地方公共団体が農用地区域内にある土地を公用施設又は公共用施設の用に

供するために農用地利用計画を変更する必要が生じた場合には、農地利用計画の尊

重と農用地区域内における土地の農業上の利用の確保という法第１条の２第３項に

規定される国及び地方公共団体の責務にかんがみ、農振法第13条第２項に規定する

農用地区域の変更の要件を満たすよう努めるとともに、関係部局間で事前に調整、

協議を行うよう努めるものとします。 

なお、この調整、協議の結果、農用地利用計画の変更の必要が生じた場合には、

遅滞なく、同計画の変更を行うものとします。 

   (5)  交換分合制度の活用 

農振法第13条の２に規定する交換分合は、農業振興地域内にある土地の農業上の  

利用と他の利用との調整に留意して、農業振興地域内において農用地等として利用 

すべき土地の農業上の利用を確保するとともに、農用地の集団化その他農業経営の 

基盤強化に資することを目的として行う制度です。 

そこで、農用地区域内の土地の農業上の利用を確保するため、農用地利用計画の 

変更を行うに当たっては、当該変更に係る土地の所有者その他その土地に関し、権

利を有する者等の意向を踏まえ、この交換分合制度を積極的に活用するものとしま

す｡ 

   (6)  推進体制の確立等 

農業振興地域整備計画の策定及び変更に当たっては、地域の振興に関する計画と

の調和等、制度の円滑かつ適切な運用を図るため、関係部局間の連絡調整体制を整
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備するとともに、農業関係団体、商工関係団体、その他市町の関係団体、集落代表

者などから必要に応じて幅広く意見を聴くものとします。 

また、農地の有効利用に当たっては、市町、農業委員会、農業協同組合等の関係

団体が互いに連携を深め、地域における指導機能の強化を図るなど、市町が主体的

に推進体制の確立等に努めるものとします。 

  (7) 本県農業の特性を踏まえた施策の推進 

本県は、県土の約７割が山林であるため、中山間地域を中心に中小規模の集団的

農地が分散し、大規模な集団的農地は少ない反面、沿岸部の中小都市と農村部が比

較的隣接しており、農業生産の振興と併せて多面的機能の発揮にも資する素地が備

わっています。しかしながら、その一方で、農業者の減少・高齢化が進行しており、

農業を取り巻く環境は年々厳しさを増しています。 

このような状況下において、農地の保全・確保と有効利用を促進するため、非農

業的土地需要に対する関係制度の適切な運用、農業生産基盤や近代化施設の整備、

農地中間管理機構等による中核経営体や認定農業者などの担い手への農地の集積・

集約化、省力化に向けたスマート農業を推進するものとします。さらには、中山間

地域等直接支払制度や多面的機能支払制度による農地・農業用水等の保全と荒廃農

地の発生防止、山口型放牧等による荒廃農地等の活用などの施策を総合的に推進す

るものとします。 

一方、農用地区域外に存在する農地については、農業生産に加え、荒廃農地の発

生防止等も視野に入れて、非農家による農作物の生産活動や生活空間の景観形成に

利用するなど、非農業的土地利用との調整を図りながら、地域住民の生活にゆとり

と潤いを与えるための農業的土地利用を促進するものとします。 

また、農地の保全・確保の重要性や農山村の持つ多面的機能について県民の理解

を深めるため、農山村のニーズと都市住民などを結びつけ、体験・交流を通じた相

互理解を促進し、地域の自主性に基づく実践活動を地産・地消の取組に発展させる

ことで、農業・農山村を守り、育む取組を推進するものとします。 

さらに、野生鳥獣による被害の防止を効果的に進めるため、市町、関係団体等と

連携し、地域ぐるみの「生息地管理」、「防護」、「捕獲」による総合的な被害防止

対策を推進するものとし、全県展開を図るとともに、中山間地域等直接支払制度等

による集落での共同取組活動を推進するものとします。 

(8)  農用地等の面積や土地利用に関する現況の適切な把握 

農振法第12条の２の規定による基礎調査の実施を促進するとともに、農用地利用

計画に係る平面図の作成にデジタル地図を用いる等デジタル化の積極的な推進等に

より、農用地等の面積や土地利用に関する現況を適切に把握するものとします。 
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第２ 農業振興地域として指定することを相当とする地域の位置及び規模に関する事項  

 

農振法第６条第２項及び基本指針の第３に規定する農業振興地域の指定の基準に照

らし、農業振興地域として指定することを相当とする地域の位置、規模等は次表のと

おりです。 

なお、指定予定地域の「総面積」は「予定面積」であり、市町の行政区域の面積から

基本指針第４の(３)により、指定できない区域の土地の面積を除いたものです。 

 

指定予定地域名 指定予定地域の範囲 指定予定地域の規模 

下関地域 

(下関市) 

 

 

下関市の区域のうち、都市計画法の市街化区域

及び用途地域、飛行場（海上自衛隊小月航空基地

及び下関基地）、規模の大きな森林の区域等を除

いた区域 

総  面  積  54,402ha 

(農用地面積  8,770ha) 

 

 

宇部地域 

(宇部市) 

 

宇部市の区域のうち、都市計画法の用途地域、飛

行場（山口宇部空港）、埋立地の一部等を除いた

区域 

総  面  積  18,802ha 

(農用地面積  2,194ha) 

 

山口地域 

(山口市) 

山口市の区域のうち、都市計画法の用途地域、規

模の大きな森林の区域等を除いた区域 

総  面  積  58,897ha 

(農用地面積  9,064ha) 

萩地域 

(萩市) 

萩市の区域のうち、都市計画法の用途地域、規模

の大きな森林の区域等を除いた区域 

総  面  積  40,156ha 

(農用地面積  4,711ha) 

防府地域 

(防府市) 

 

防府市の区域のうち、都市計画法の市街化区域､

飛行場（航空自衛隊防府基地）、規模の大きな森

林の区域等を除いた区域 

総  面  積   6,556ha 

(農用地面積  2,457ha) 

 

下松地域 

(下松市) 

下松市の区域のうち、都市計画法の市街化区域､

規模の大きな森林の区域等を除いた区域 

総  面  積   2,812ha 

(農用地面積    265ha) 

岩国地域 

(岩国市) 

 

 

岩国市の区域のうち、都市計画法の市街化区域

及び用途地域、飛行場（岩国飛行場用地）、自然

公園法の国定公園の特別保護地区、規模の大き

な森林の区域等を除いた区域 

総  面  積  51,338ha 

(農用地面積  3,450ha) 

 

 

光地域 

(光市) 

 

光市の区域のうち、都市計画法の市街化区域及

び用途地域、規模の大きな森林の区域等を除い

た区域 

総  面  積   7,008ha 

(農用地面積  1,084ha) 

 

長門地域 

(長門市) 

長門市の区域のうち、都市計画法の用途地域、規

模の大きな森林の区域等を除いた区域 

総  面  積  20,856ha 

(農用地面積  3,344ha) 
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指定予定地域名 指定予定地域の範囲 指定予定地域の規模 

柳井地域 

(柳井市) 

柳井市の区域のうち、都市計画法の用途地域、規

模の大きな森林の区域等を除いた区域 

総  面  積   7,192ha 

(農用地面積  1,845ha) 

美祢地域 

(美祢市) 

美祢市の区域のうち、都市計画法の用途地域、規

模の大きな森林の区域等を除いた区域 

総  面  積  32,809ha 

(農用地面積  4,613ha) 

周南地域 

(周南市) 

 

周南市の区域のうち、都市計画法の市街化区域

及び用途地域、規模の大きな森林の区域等を除

いた区域 

総  面  積  36,454ha 

(農用地面積  2,547ha) 

 

山陽小野田 

地域 (山陽

小野田市) 

山陽小野田市の区域のうち、都市計画法の用途

地域、規模の大きな森林の区域等を除いた区域 

 

総  面  積   9,142ha 

(農用地面積  1,303ha) 

 

周防大島地

域 (周防大

島町) 

周防大島町の区域のうち、自然公園法の国立公

園の特別地域、規模の大きな森林の区域等を除

いた区域 

総  面  積  10,408ha 

(農用地面積  1,272ha) 

 

上関地域 

(上関町) 

上関町の区域のうち、自然公園法の国立公園の

特別地域等を除いた区域 

総 面 積   3,299ha 

(農用地面積    489ha) 

田布施地域 

(田布施町） 

田布施町の区域のうち、都市計画法の用途地域

等を除いた区域 

総 面 積   4,303ha 

(農用地面積    760ha) 

平生地域 

(平生町) 

平生町の区域のうち、都市計画法の用途地域、規

模の大きな森林の区域等を除いた区域 

総 面 積   2,546ha 

(農用地面積    236ha) 

阿武地域 

(阿武町) 

阿武町の区域のうち、規模の大きな森林の区域

等を除いた区域 

総 面 積   8,868ha 

(農用地面積  1,005ha) 

山 口 県 計（13市5町） 

 

総 面 積 375,848ha 

(農用地面積 49,409ha) 

 
   ※ 表中の総面積は、農業振興地域の総面積です。 

   ※ 表中の農用地面積は、農業振興地域内の農用地(田・畑・樹園地・採草放牧地)を 

    いい、農用地区域内と農用地区域外(農振白地)の農用地の合計面積です。 

   ※ 指定予定地域名、市町名、指定予定地域の規模は、令和５年（2023年）12月31日現

在です。 
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第３ 農業生産の基盤の整備及び保全に関する事項  

 １ 農業生産基盤の整備及び保全の方向  

農業生産基盤の整備に当たっては、農業上の土地利用の基本的方向に即して、地域

計画や地域の営農計画に基づき、農地や農業用水の適正な利用を総合的に推進し、併

せて、多様な人々が住み続けられる農村の生活環境の整備を一体的に進める必要があ

ります。 

このため、良好な営農条件を備えた農地や農業用水の確保、有効利用を図ることに

より、農業の生産性の向上を促進するとともに、農業生産活動が行われることにより、

県土・環境の保全等の多面的機能が十分に発揮されるように、地域の特性と環境との

調和に配慮しながら、農地中間管理機構などの関連機関との連携を図りつつ、農地の

区画の拡大、水田の高機能化、農業用用排水施設の機能の維持増進その他の農業生産

基盤の整備及び保全を計画的に進めるものとします。 

さらに、土地改良施設の円滑な整備・補修等の推進による施設の管理体制の改善を

進めるとともに、多面的機能支払制度を推進し、地域ぐるみの活動により農地・農業

用水等の資源や農村環境を守り、質を高める取組を推進するものとします。また、こ

うした取組と中山間地域等直接支払制度等との連携を図ることにより、荒廃農地の発

生防止や解消に努めるものとします。 

また、地域環境の保全に関する計画と調和が図られるよう留意しながら、農道、農

業集落排水施設等の整備及び保全を地域の実態に則して総合的かつ計画的に推進する

ものとします。 

 

 ２ 農業地帯別の構想  

  (1)  瀬戸内海沿岸農業地帯 

     ア 田 

       (ｱ)  都市への近接性を活かした高付加価値型農業の展開や生産性の高い土地利用

型農業の促進を図るため、大区画ほ場の整備や水田の高機能化を進め、併せて

農産物の流通のための農道整備を促進するものとします。 

       (ｲ)  ほ場の区画整理を実施する際に、農地の利用集積、換地手法の活用等による 

農地の集団化を積極的に進め、担い手への集積・集約化を図るものとします。 

       (ｳ)  水利条件については、かんがい用水不足地域における恒久対策を進めると同 

時に、ほ場整備実施時においては、営農の省力化を図るため、原則として用排

水分離を基本とするものとします。特に生態系保全や景観保全機能など農業用

水の持つ地域用水機能の十分な発揮に配慮した計画的な整備を進めるものとし

ます。 

    (ｴ)  農業用水路等の土地改良施設の機能が維持、発揮できるよう、県土・環境の 

保全等の多面的機能の発揮という観点も踏まえて、適切な施設の整備・更新を

行うものとします。 

       (ｵ)  都市が点在する地域においては、市民農園などの都市的土地利用に対するニ 

ーズに応えながら、都市近郊農業と調和のとれた豊かな農村空間を創造するこ 

とにより、広く地域住民が多面的機能を享受できることを基本に、農業的土地 

利用と非農業的土地利用の整序を進め、「都市との共生」を目指した多角的な

視点に基づく整備を推進するものとします。 

      イ 畑 
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       (ｱ)  かんばつ被害の解消と、野菜等集約的作目の振興のため、畑地かんがい施設 

の整備を進めるものとします。 

       (ｲ)  農業機械の効率的利用を図るため、ほ場の区画整理、農道の整備を進めるも

のとします｡ 

       (ｳ)  農地の保全に必要な排水施設の整備を進めるものとします。 

       (ｴ)  ほ場整備の実施に当たっては、点在する畑の有効利用を図る観点から、畑地 

の集団化を進めるものとします。 

     ウ 樹園地 

       (ｱ)  かんがい用水や防除用水の確保を目的に、かんがい施設の整備を進めるもの

とします。 

       (ｲ)  農業機械・施設の効率的利用及び集出荷施設へのアクセス改善を図るため、 

農道及び園内作業道の整備を進めるとともに、団地化にも努めるものとします。

また、高齢者等にも配慮した営農作業環境の整備を進めるものとします。 

       (ｳ)  農地保全に必要な排水施設の整備を進めるものとします。 

       (ｴ)  特に県東部の樹園地地域においては、都市圏域からの近接性を活かした都市・

農村交流による地域の活性化を図るため、市民農園、滞在型農園等の整備を進

めるものとします。 

   エ 採草放牧地 

山林、丘陵地あるいは台地を利用した放牧を進めるとともに適切な草地の整備

と更新を進めるものとします。 

   (2)  中央部農業地帯 

     ア 田 

       (ｱ)  棚田等区画が小さく不整形な農地を有する当地帯においては、水田の高機能 

化を進め、労働集約型、複合経営型等立地条件に応じた生産基盤の整備を推進 

するとともに、県土・環境保全、水源かん養等の多面的機能の維持・増進を図 

るものとします。 

       (ｲ)  ほ場の区画整理を実施する際に、農地の利用集積、換地手法の活用による農 

地の集団化を積極的に進め、担い手への集積・集約化を図るものとします。 

       (ｳ)  水利条件については、かんがい用水不足地域における恒久対策を進めると同 

時に、ほ場整備実施時においては、営農の省力化を図るため、原則として用排

水分離を基本とするものとします。 

    (ｴ)  農業用水路等の土地改良施設の機能が維持、発揮できるよう、県土・環境の 

保全等の多面的機能の発揮という観点も踏まえて、適切な施設の整備・更新を 

行うものとします。 

    イ 畑 

       (ｱ)  かんばつ被害の解消と、野菜等集約的作目の振興のため、畑地かんがい施設 

の整備を進めるものとします。 

       (ｲ)  農業機械の効率的利用を図るため、ほ場の区画整理や農道の整備を進めるも

のとします｡ 

       (ｳ)  農地の保全に必要な排水施設の整備を進めるものとします。 

       (ｴ)  ほ場整備の実施に当たっては、点在する畑の有効利用を図る観点から、畑地 

の集団化を進めるものとします。 
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     ウ 樹園地 

       (ｱ)  かんがい用水や防除用水の確保を目的に、かんがい施設の整備を進めるもの

とします。 

       (ｲ)  農業機械・施設の効率的利用及び集出荷施設へのアクセス改善を図るため、 

農道及び園内作業道の整備を進めるとともに、高齢者等にも配慮した営農作業

環境の整備を進めるものとします。 

       (ｳ)  農地保全に必要な排水施設の整備を進めるものとします。 

      エ  採草放牧地 

山林、丘陵地あるいは台地を利用した放牧を進めるとともに適切な草地の整備

と更新を進めるものとします。 

   (3)  北浦農業地帯 

     ア 田 

       (ｱ)  本県農業の中核的地位を占める当地帯においては、大規模経営の展開ができ 

るよう、大区画ほ場の整備と水田の高機能化対策を進め、併せて農産物流通の 

合理化や地域の活性化のための農道の整備を促進するものとします。 

       (ｲ)  ほ場の区画整理を実施する際に、農地の利用集積、換地手法の活用による農 

地の集団化を積極的に進め、担い手への集積・集約化を図るものとします。 

       (ｳ)  水利条件については、かんがい用水不足地域における恒久対策を進めると同 

時に、ほ場整備実施時においては、営農の省力化を図るため、原則として用排

水分離を基本とするものとします。 

    (ｴ)  農業用水路等の土地改良施設の機能が維持、発揮できるよう、県土・環境の 

保全等の多面的機能の発揮という観点も踏まえて、適切な施設の整備・更新を 

行うものとします。 

      イ 畑 

       (ｱ)  かんばつ被害の解消と、野菜等集約的作目の振興のため、畑地かんがい施設 

の整備を進めるものとします。 

       (ｲ)  農業機械の効率的利用を図るため、ほ場の区画整理や農道の整備を進めるも

のとします｡ 

       (ｳ)  農地の保全に必要な排水施設の整備を進めるものとします。 

       (ｴ)  ほ場整備の実施に当たっては、点在する畑の有効利用を図る観点から、畑地 

の集団化を進めるものとします。 

     ウ 樹園地 

       (ｱ)  かんがい用水や防除用水の確保を目的に、かんがい施設の整備を進めるもの

とします。 

       (ｲ)  農業機械・施設の効率的利用及び集出荷施設へのアクセス改善を図るため、 

農道及び園内作業道の整備を進めるとともに、高齢者等にも配慮した営農作業 

環境の整備を進めるものとします。 

       (ｳ)  農地保全に必要な排水施設の整備を進めるものとします。 

   エ 採草放牧地 

山林、丘陵地あるいは台地を利用した放牧を進めるとともに適切な草地の整備

と更新を進めるものとします。 
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  ３ 広域整備の構想 

農業生産基盤の整備については、市町の策定する整備構想・計画を基本としながら、

地域の特性と環境との調和に配慮し、農地中間管理機構などの関係機関との連携を図

りつつ、ほ場整備や農業用用排水の整備・保全、農道の整備等について広域的な整備

を積極的に進めるものとします。 

   (1)  ほ場の整備 

農業の生産性を向上させるため、環境との調和に配慮しつつ農地の区画の拡大、

水田の高機能化等の整備を推進するものとします。この際、地域の特性に応じた土

地利用型農業や高付加価値型農業の展開が、農業の持続的発展において重要な要素

であることから、地域の地形・気象・土壌等の特性を十分に踏まえつつ、広域的な

視点に基づき効率的かつ効果的な整備に努めるものとします。 

  (2)  農業水利施設の整備保全 

農業水利施設は、農業生産はもとより水田などの農地と一体的に機能して、洪水

や土砂流出の防止による県土の保全、地下水のかん養、河川状況の安定、親水空間

の提供など環境の保全効果を発揮しており、これらの効果は下流の都市地域など流

域全体に及んでいます。こうしたことから、多面的機能支払制度を積極的に推進し、

地域ぐるみで農地・農業用水等の資源を適切に保全していくとともに、下流域一帯

の農業用水を広域的かつ効率的に確保する基幹的農業用水利施設の整備・更新を進

め、併せて生態系保全や景観保全機能など、農業用水の持つ地域用水機能の十分な

発揮にも配慮した整備を推進するものとします。 

  (3)  農道の整備 

地域の特性に応じた主産地形成を促進するため、生産から出荷に至る流通の合理 

化を図ることを目的として、広域的な視点に基づき適正に農業用施設等が配置され

た計画のもと、農道の整備と既存農道の機能保全対策を推進するものとします。 
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第４ 農用地等の保全に関する事項 

 １ 農用地等の保全の方向 

  (1)  農用地等の保全の必要性 

農業・農村は、農業生産活動を通じ、食料の供給に加え、県土・環境の保全、水源

のかん養、緑や景観の提供等の公益的機能や、さらには地域文化の伝承、情操かん

養等の機能も有し、多面的機能を発揮しています。 

中でも、先人達が長い歴史の中で築き上げてきた農地や農業用用排水路等の土地 

改良施設は、農業生産にとって最も基礎的な資源であると同時に、多面的機能を発 

揮する上でも重要な役割を担ってきています。 

その一方で、近年、社会経済情勢が大きく変化を遂げる中、農山村部においては

過疎化や高齢化の進行により活力が低下し、農地の荒廃化や土地改良施設の維持管

理の粗放化が進むなど厳しい状況にあります。 

こうしたことから、農業・農村が持つ本来的な役割である食料の安定供給に加え､ 

多面的機能の十分な発揮を図るために、その基盤としての農地や土地改良施設等を

良好な状態で維持・保全し、かつ有効利用を図ることは、農業の持続的発展と農村

の振興を図る上でも極めて重要となっています。 

   (2)  農用地等の保全の基本的方向 

     ア 瀬戸内海沿岸農業地帯 

瀬戸内海沿岸農業地帯は、西部を中心に大規模な平地農業が展開されているも

のの、総じて都市近郊型の地域であり、都市への近接性を活かした高付加価値型

農業と土地利用型農業が混在し、複合型農業が展開されています。 

市街地周辺においては人口流入に伴う宅地化が進み、一部には人為的な農地の

かい廃がみられるものの、近年、人間らしくゆとりと潤いに満ちた生活空間を求

めて、自然環境の保全を視点とした農地等の多面的機能が評価されています。 

こうした状況を踏まえ、土地利用の整序化をより明確にし、「農地として利用

すべき土地の農業上の利用の確保」を積極的に推進するとともに、非農業的土地

需要にも応えながら、広く地域の人々が農業・農村の有する多面的機能を享受で

きるように、都市と農村が調和した施策を総合的に推進するものとします｡ 

     イ 中央部農業地帯 

南部の平野部の外縁部から山間地に至るいわゆる中央部農業地帯は、本県農業 

にとって重要な地帯となっており、併せて、地勢上その多くが河川の上流域に位 

置することから、県土の保全や水源のかん養等の公益的機能を有するとともに、 

地域の文化伝承、情操かん養等の多様な機能も有するなど多面的機能を発揮して

います。 

その一方で、同地帯は、社会全体の環境変化を最も受け、過疎化や高齢化の進

行による農村活力の低下は他の地域よりも著しく、これに伴う農用地の荒廃化や

土地改良施設の維持管理の粗放化が起こっています。 

こうしたことから、この地域においては、農用地等の保全とその有効利用に向

けて、立地条件を活かした付加価値の高い農業等の展開を図るため、地域の実情

に応じた農業生産基盤と生活環境基盤の一体的な整備を推進するとともに、簡易

な土地条件整備等を推進するものとします。 

   ウ 北浦農業地帯 
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日本海沿岸を中心とする北浦農業地帯は、他の地帯と比べると、平地農村が連

続している地域であり、農業生産面において土地利用型農業における効率的かつ

安定的な農業経営を可能とする生産基盤の整備が実施されています。 

この地帯において、より生産性の高い農業を展開するため、ほ場の大区画化と

水田の高機能化を推進するとともに、担い手への農地の集積・集約化を推進する

ものとします。 

また、平地農村は、中山間地域とともに「ふるさとの風景」の原型を保つ地域

であり、単に生産を支える生活の場としてだけではなく、自然と人間が織りなし

てきた歴史や文化に溢れる農村環境を確保するために、その構成要素としての農

用地等を活用しながら維持・保全を図っていくものとします。 

 

 ２ 農用地等の保全のための事業 

  (1)  農用地等の土壌浸食や崩壊等を防止するための防災施設整備等の事業 

農地・土地改良施設等の災害発生の未然防止及び機能回復により、農業生産の維

持を図るとともに、県土保全に資するため、ため池整備、湛水防除、地すべり対策､ 

農地保全整備、農地の保全に係る海岸の整備等を各種農業農村整備事業などにより

実施するものとします。 

特に、近年の局地的豪雨による災害の多発を踏まえ、老朽化が著しいため池の防

災対策について、山口県地域防災計画に定められたため池の改修や廃止工事を計画

的に実施するものとします｡ 

   (2)  ほ場整備事業等による荒廃農地の整備・復旧 

荒廃農地は、周囲の優良農地へ悪影響を及ぼすだけでなく、元来、農地や土地改

良施設が持つ、県土・環境保全等の多面的機能の発揮を阻害することから、その対

策の実施は単に農用地の確保のみならず、農業・農村全般の振興・発展にとって重

要な課題となっています。 

そのため、担い手の確保・育成や担い手への農地の集積・集約化等を推進するた

めのソフト事業の取組と併せて、換地手法の活用による農地の集積等を推進し、作

業効率の向上による農業生産活動の維持・増進を容易にするほ場整備事業等のハー

ド事業を積極的に実施することにより、荒廃農地の整備・復旧に努めるものとしま

す。 

 

 ３ 農用地等の保全のための活動 

  (1)  荒廃農地の適切な保全管理の支援 

荒廃農地は、近年の農業者の減少・高齢化等により年々増加する傾向にあります

が、食料の安定供給を確保するための農地の確保という観点から、その発生防止と

解消は極めて重要な課題となっています。 

そのため、中山間地域等直接支払制度の集落協定による集落全体としての取組を 

はじめ、多面的機能支払制度の地域住民・自治会等多様な主体の参加による共同活

動、山口型放牧、中核経営体や認定農業者などの担い手への農地の集積・集約化等

の各般にわたる事業を積極的に推進することにより、荒廃農地の発生防止と解消に

努めるものとします。 

  (2)  荒廃農地を含む効率的かつ安定的な農業経営を営む者への利用集積の促進 
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(一社)山口県農業会議、(公財)やまぐち農林振興公社、県農業協同組合中央会、

県土地改良事業団体連合会等の関係団体との連携の下に農地中間管理事業等を活用

し、中核経営体や認定農業者などの担い手へ、荒廃農地を含んで団地化された農地

の集積・集約化を行い、農地の有効利用と荒廃農地の発生防止や解消に努めるもの

とします。 

   (3)  集落協定等に基づく棚田等の持続的な保全活動 

県内の中山間地域を中心に広く分布している棚田地域等の農地や土地改良施設

は、山間地の立地条件を活かした特色ある農業生産の場であると同時に、県土・環

境の保全や水源のかん養、農山村の美しい原風景の形成等の多面的機能を有してお

り、周辺地域の農業の展開や農山村の活性化を図る上で重要な役割を果たしていま

す｡  

しかしながら、棚田地域等においては、過疎化や高齢化等の著しい進行により地 

域活力が低下し、荒廃農地が増加していく中で、農地等の有する多面的機能が低下

し、土砂崩壊や洪水流量の増大等による災害が発生しやすくなっているとともに、

農地等の荒廃化に伴う周辺農地への悪影響が顕在化しています。 

このような状況の中、棚田地域等における保全活動が持続的に行われるとともに、

農用地等の有する多面的機能が十分に発揮されるよう、都市住民等の活動参加ネッ

トワークの構築、地域住民活動を推進する人材の育成、農地や土地改良施設の保全・

利活用及び整備等の促進に対する取組の支援を市町との連携のもとに行うものとし

ます。 

また、棚田地域振興法による保全を図る棚田等の指定を推進するとともに、中山

間地域等直接支払制度等の優遇措置を活用し、荒廃農地の発生を防止するなど、棚

田等の保全に努めるものとします。 
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第５ 農業経営の規模の拡大及び農用地等又は農用地等とすることが適当な土地の農業上

の効率的かつ総合的な利用の促進に関する事項 

  １ 農業経営の規模の拡大及び農用地等又は農用地等とすることが適当な土地の農業上

の効率的かつ総合的な利用の促進の方向 

  (1)  農地の利用集積の推進 

本県の農業生産の増大と生産性の向上を図るためには、農地の高度利用を基本と

しつつ中核経営体や認定農業者などの担い手への農地の集積・集約化を図ることに

より、効率的かつ安定的な農業経営体を育成するとともに、これらの農業経営体が

地域における農業生産の中核となるような農業構造の確立を目指す必要がありま

す。 

そのため、効率的かつ安定的な農業経営の指標として、県下各地域の特性を活か 

した主要な営農類型のモデルを地帯ごとに検討した上で、効率的かつ安定的な農業 

経営を営むものに対して農地を集約化し、農地を効率的に利用し得るように努める

ものとします。 

具体的には、県レベルにおいては、県、(一社)山口県農業会議、(公財)やまぐち

農林振興公社、県農業協同組合中央会、県土地改良事業団体連合会等の関係団体、

市町レベルにおいては、市町、農業委員会、農業協同組合、県農林（水産）事務所等

の関係団体が相互に十分な連携を図り、農業経営基盤の強化を促進する必要があり

ます。 

特に、水田を中心とした土地利用型農業については、地域の実情に応じて農業経

営基盤強化促進事業、農地中間管理事業等の積極的な活用を促すとともに、地域に

おける話し合いを基本とした農地の集約化と規模拡大を図るものとします。 

また、ほ場整備などの基盤整備事業等を実施する際に、集落段階での土地利用調

整を行い、換地を契機とした利用権の設定、農作業受委託等を総合的に推進するこ

とにより、中核経営体や認定農業者などの担い手への農地の集約化を促進するもの

とします。 

   (2)  農地の効率的な利用の促進 

本県の地形的、社会的条件等の下では、大規模な土地利用型農業の展開は厳しい 

状況にあることから、野菜、花き、大豆、麦、飼料作物などの畑作物と水稲とを組 

み合わせた効率的な土地利用を推進する必要があります。 

そのため、地域における話し合い活動による合意形成を進め、耕地利用率の向上 

を図るとともに、都市部近郊においては、耕地利用率を向上させる観点から、荒廃

農地等を有効に活用し、非農家にも生産活動への参加を促す市民農園の整備等を 

推進するものとします。 

また、耕種農家と畜産農家との組織的な連携の下に、水田での飼料作物の作付け 

を拡大するための団地化、荒廃農地の放牧利用等地域全体の農用地の有効利用を 

推進するものとします。 

   (3)  中核経営体の育成及び集落営農法人連合体の全県展開による経営発展 

中山間地域を多く抱え、小規模零細な農業構造の本県では、農業者の減少・高齢

化、米をはじめとした農産物の生産と所得の減少、荒廃農地の増加等が進んでいま

す。 

地域農業の持続的な発展を図るためには、効率的な農地利用が可能となり、多様
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な人材を活かせる中核経営体の育成を進めるとともに、複数の法人等が出資して設

立する集落営農法人連合体の全県展開を図り、農地中間管理機構を活用した農地の

集積・集約化や経営の複合化・多角化に向け、関係機関・団体が一体となった取組

を推進するものとします。 

また、省力化に向けたスマート農業技術の導入を推進するものとします。 

 

 ２ 農業地帯別の構想(効率的かつ安定的な農業経営の方向性） 

本県は、水稲を主体に、瀬戸内海沿岸地帯については、施設園芸、かんきつ類を、

中央部農業地帯については、野菜、落葉果樹、畜産を、北浦農業地帯については、畜

産、野菜を農業振興の柱として、それぞれの地帯の特性に応じた多様な農業生産の展

開を図っています。 

引き続き、このような地帯の特性を踏まえつつ、水田を最大限活用し、需要と結び 

ついた米・大豆・麦などの土地利用型農業の効率的な営農の展開を支援するとともに､

農業経営の複合化による収益性の向上を図るため、高収益作物の導入及びその産地形

成を進めるものとします。 

    （瀬戸内海沿岸農業地帯） 

消費市場に近接しており、冬季の日照条件にも恵まれていることから、これらの

条件を活かした施設型の野菜、花きの経営確立を図るものとします。また、周防大

島町を中心とするかんきつ地帯については、労働の補完、作業条件の改善を図るも

のとします。西部を中心とした平坦で基盤整備の進んだ地域においては、農用地の

利用調整を通じて連担化などの作業条件の改善を中心に、規模拡大を推進するもの

とします。 

    （中央部農業地帯） 

急傾斜地が多い、団地規模が小さい等、概して生産条件が厳しく、農業者の高齢

化が進んでいることから、中核経営体の育成を加速化するとともに、夏季の比較的

冷涼な気候条件を活かした野菜、花き、落葉果樹、畜産などの高付加価値型の経営

の確立により、所得向上を目指すものとします。 

    （北浦農業地帯） 

概して基盤整備が進んでおり、生産性の高い園芸と畜産経営の確立を目指すもの

とします。特に、肉用牛の主産地として経営規模の拡大や省力化の推進を行い、優

良牛の生産体制を強化するものとします。 
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第６ 農業の近代化のための施設の整備等に関する事項 

 １ 重点作物別の構想 

  (1)  普通作物 

農業団体や実需者等と連携して、県産の米・大豆・麦の生産から流通・販売まで

の一貫した取組を強化するとともに、中核経営体や認定農業者等が生産の主体とな

り、水田を最大限に活用した米・大豆・麦等の産地づくりを推進するものとします。 

また、水田フル活用ビジョンの見直し等を支援するとともに、その実現に向けた

担い手組織や産地づくりの取組を支援するものとします。 

      ア  需要に応える産地の育成 

ＪＡ等と卸売業者が協定を交わした結びつき米や、実需者等との契約に基づく

新規需要米の取組を拡大するとともに、酒造業者と連携した「酒米」の生産など

加工業者等からの需要に的確に応えるための中核経営体や認定農業者等における

米・大豆・麦生産の拡大を図るものとします。 

      イ  高品質安定生産の確保 

水田を最大限活用した２年３作体系等の取組を支援するとともに、栽培管理技

術の徹底や機械化一貫作業体系の整備等による効率的かつ安定的な生産の取組を

支援するものとします。 

      ウ  産地情報の発信 

実需者との意見交換会や消費者交流会の開催等によるＰＲ活動を実施するもの

とします。 

   (2)  園芸作物 

担い手を核とした将来にわたって持続可能な園芸産地の形成を図るとともに、県

産園芸作物の需要拡大に直結できる供給体制の整備を推進するものとします。 

野菜については、中核経営体や認定農業者などの担い手を核とした持続的に発展

できる産地づくりを進めるため、栽培開始時のリスク軽減に取り組むとともに、実

需者との契約取引を広く取り入れ、需要の拡大に直結する仕組みづくりを推進する

ものとします。 

果樹については、商品性の高い県オリジナルかんきつ「ゆめほっぺ」や「南津海

シードレス」をはじめとし、温州みかんや落葉果樹の単収向上、高生産性技術の導

入促進による高品質果実の生産量拡大を推進するとともに、関係団体と連携して知

名度の向上や加工需要の拡大を推進するものとします。 

花きについては、生産、流通・販売、消費の代表者から構成される山口県花卉園

芸推進協議会を核に、県産花きの需要拡大と生産組織活動の強化に取り組むととも

に、ユリ（プチシリーズなど）やリンドウ（西京の初夏など）などの県オリジナル

花きの生産拡大や大都市圏等への販路拡大を推進するものとします。 

      ア  重点品目の拡大 

キャベツ・たまねぎ・トマト等の需要の高い品目や「はなっこりー」等の県オ

リジナル品目について、産地拡大に向けた取組を支援するものとします。 

   イ 県オリジナル品種の育成と産地化 

  県産花きのブランド化と有利販売に向けて、花き業界から評価の高いユリ、リ
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ンドウ等のオリジナル品種の育成、種苗費低減のため、優良種苗を低価格で安定

供給できる体制づくりを推進するものとします。 

      ウ  担い手を核とする産地構造への改革  

中核経営体や認定農業者などの担い手による園芸作物の新規導入・規模拡大に

対して重点的な支援を行い、産地構造の改革を促進するものとします。 

      エ  需要に直結できる供給体制の整備 

拡大する県産需要に対応するため、産地と販売協力店、中食・外食業者、加工

業者等の幅広い実需者との契約取引を促進するものとします。 

      オ  自給力向上を目指した推進体制の整備 

行政機関、農業団体等が連携し、一体となった推進組織の強化を図るものとし

ます。  

  (3)  畜産 

 持続可能な経営展開を図るため、耕種農家と連携のもと海外情勢の影響を受けに

くい県産飼料の生産・利用拡大を進めるとともに、たい肥化などによる家畜排せつ

物の適正管理と利用拡大を通じて、資源循環型畜産を推進するものとします。 

また、国内において発生が増加している家畜伝染病については、その発生予防と

万一に備えたまん延防止対策を進めるものとします。 

      ア  需要に応える供給体制の整備 

 頭・羽数当たりの一層の生産性向上や飼養管理の省力化を図るため、畜産クラ

スター事業等を活用した施設の整備、高性能作業機械や先進機器の導入等を推進

するものとします。 

      イ  高品質安定生産の確保 

     飼養規模の拡大に伴う頭羽数の増加においては、遺伝的な能力評価に加えて、

後継牛バンクの活用など経済的能力に優れる家畜の導入を進めるものとします。 

      ウ  家畜衛生対策の充実・強化 

家畜伝染病の発生予防を図るため、家畜伝染病予防法に基づく飼養衛生管理基

準の遵守を基本とした防疫対策の一層の徹底を図るとともに、農場ＨＡＣＣＰ等

を推進するものとします。 

      エ  資源循環型畜産の推進 

水田率の高い本県の特徴を踏まえ、水田を中心とした飼料作物等の単収向上を

図るとともに、コントラクター等の外部支援組織との連携により、生産から収穫・

調製など労力の軽減を進めるものとします。 

さらに、施設の計画的な補改修により、家畜排せつ物の適正な管理と良質なた

い肥づくりを進めるとともに、耕畜連携の強化による利用拡大を通じて、資源循

環型畜産を推進するものとします。 

 

 ２ 農業地帯別の構想 

水稲・大豆・麦については、中核経営体や認定農業者、生産組織などの担い手に農

地の利用集積を進めながら、効率的生産に向けた施設整備に全県的に取り組むものと
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します。 

このうち、水稲については、主食用米、飼料用米、加工用米等地帯別に数値目標を

示しながら推進するものとします。大豆・麦については排水対策を実施し、団地化を

促進するものとします。また、拠点集出荷・乾燥調製施設等については、計画的な整

備を進めるものとします。 

乳用牛及び肉用牛については、中核経営体や認定農業者を主な担い手として、畜舎

や家畜排せつ物処理施設等の整備及び飼料生産基盤の拡大等による環境に配慮した経

営展開を全県的に取り組むものとします。 

  (1)  瀬戸内海沿岸農業地帯 

     ア 野菜 

冬季の温暖な気象を活かして、トマト、いちご等の果菜類やアスパラガス等の

振興を図るためのパイプハウスや、キャベツ、たまねぎ等の露地野菜の振興のた

めの機械化一貫体系の整備や需要に応えるための集出荷貯蔵施設の整備を進める

ものとします。 

     イ 果樹  

温暖な気象条件を活かして、温州みかんを中心とした生産を振興するため、園

内作業道の整備による作業の省力化を推進するとともに、マルドリ方式注１、樹別

交互結実栽培注２など高品質果実を生産するための体制の整備を進めるものとし

ます。 
注１：マルチシート被覆と点滴潅水とを組み合わせ、気象や樹体条件などに応じて潅水や

施肥ができる仕組み  
注２：隔年結果を防ぐための栽培技術であり、園内の樹を半数ずつまたは園地ごとに区分

して、生産樹と遊休樹を計画的に毎年交互に実をつけるもの 

   (2)  中央部農業地帯 

     ア 野菜 

夏季の比較的冷涼な気象を活かして、ほうれんそう、トマト等の生産を振興す

るためのパイプハウスなどの整備を進めるものとします。 

      イ 果樹 

なし、ぶどう等落葉果樹の生産を振興するため、水田への新植による産地拡大

を図るとともに、防風ネット、防蛾灯、強化棚等の施設整備を進めるものとしま

す。 

   (3)  北浦農業地帯 

     ア 野菜 

いちごの生産を振興するためのパイプハウスや、キャベツ、たまねぎ等の生産

を振興するための機械化一貫体系の整備を進めるものとします。 

     イ 果樹 

沿岸部を中心とした晩柑類については、園内作業道の整備による作業の省力化

を推進するものとします。内陸部の落葉果樹については、新植による産地拡大を

図るとともに、防風ネット、防蛾灯、強化棚等の施設整備を進めるものとします。 

 

 ３ 広域整備の構想 

市場取引の大型化、品質や規格の統一、輸送手段や輸送技術の発達等に対処するた



- 22 - 

め、産地間の協議調整を図りながら、広域的な施設等の整備を進めるものとします。 

  (1)  米麦・大豆乾燥調製貯蔵施設 

実需者や消費者の求める品質と量を安定的に供給するため、広域的な出荷体制の

構築を進めるものとします。 

県域の品質向上物流合理化施設と併せ、連携する既存の施設の再編・整備を一体

的に進めるものとします。 

  (2)  果実集出荷施設及び貯蔵施設 

ロットの確保や高品質果実の出荷のため、光センサー選果機などを備えた集出荷

施設の整備等を図るとともに、品質保持・向上を目的とした貯蔵施設、予冷・保冷

施設の整備を進めるものとします。 

  (3)  野菜・花き集出荷施設及び予冷施設 

計画的、効率的集出荷のため、集出荷施設の整備等を進めるとともに、予冷施設

の整備等による鮮度保持体制を整備するものとします。 

   (4)  畜産物流通施設 

   ア 集送乳路線 

集送乳コストを削減するため、タンクローリーの大型化や効率的な集送乳路線

の編成を進めるものとします。 

      イ 家畜市場 

出荷頭数等に応じた円滑かつ効率的な取引や、出荷者や購買者の利便性に配慮

した施設整備等を計画的に進めるものとします。 
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第７ 農業を担うべき者の確保・育成のための施設及び体制の整備等に関する事項 

 １  農業を担うべき者の確保・育成のための施設及び体制の整備等の方向 

   (1)  中核経営体の育成 

地域農業の持続的な発展を図るためには、効率的な農地利用が可能となり、多様

な人材を活かせる中核経営体の育成を図るとともに、農地中間管理機構を活用した

農地の集積・集約化や経営の複合化・多角化に向け、関係機関・団体が一体となっ

た取組を推進するものとします。 

  (2)  新規就業者の支援等 

（公財)やまぐち農林振興公社に、農林水産業への就農・就業希望者を対象とした

総合相談窓口を設置し、「担い手支援日本一」の実現に向けて、市町等の関係機関

や、農業者団体とも連携しながら新規就業者の募集・研修・就業・定着まで一貫し

た支援を行うものとします。 

 

 ２ 農業を担うべき者の確保・育成のための施設及び体制の整備等 

農業者の減少・高齢化が進行する中、本県農業の持続的な展開を図るためには、中

核経営体の育成や幅広い世代の新規就業者の確保、企業の農業参入の促進等により、

農業の担い手の確保・育成を図るとともに、農業経営等への女性の参画の拡大、高齢

者の活動の場の確保などを図っていく必要があります。 

そのため、多様な担い手の確保・育成を図るために必要な施設の整備等を進めると

ともに、農村女性や高齢者等が意欲と能力を十分に発揮しながら産地直売等の地域活

動に取り組むための必要な施設の整備等を進めるものとします。 

 

 ３ 農業を担うべき者の確保・育成のための活動 

就農のための相談活動の実施から、就農後の早期経営安定と定着に向けた技術、経

営、資金等に関する支援など次のとおり多様な活動を行うものとします。 

   (1)  地域をけん引する中核経営体等の育成と経営基盤の強化 

農地中間管理機構を活用して、中核経営体への農地の集積・集約化に向けた取組

を推進します。 

また、経営発展を目指す意欲ある担い手に対して、農業経営・就農支援センター

と関係機関が連携し、法人化や規模拡大、新規就業者の受入等の経営強化を支援し

ます。 

さらに、複数の集落営農法人等が連携し、規模拡大や新たな共同事業を行う集落

営農法人連合体の育成等を図るほか、農福連携や建設業などの他業種との相互連携

を図ることで、多様な人材の確保を図ります。 

  (2)  就業希望者への啓発や相談活動の実施 

(公財)やまぐち農林振興公社を総合窓口として、県内外の就業希望者に対し、就

農に向けた啓発や支援制度等の説明会や大都市圏での相談会を開催するとともに、

オンラインによる相談や情報誌やインターネット等による積極的な情報発信を行う

ものとします。 

また、作業補完体制の構築による農業アルバイト等の体験を契機とした、新たな

担い手候補者の確保を促進するものとします。 
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  (3)  円滑な就農への支援 

円滑な就農に向けた技術研修や農地・住居の確保支援、さらには経営安定までの

経済的な助成や経営指導など、新規就業者が定着できる支援体制を構築するものと

します。 

加えて、先進農業者が培った経営資産を新たな担い手に継承する取組を進めるも

のとします。 

  (4)  農村女性リーダー・若手女性農業者の育成 

生産活動や地域活動を牽引する農村女性リーダー（生活改善士等）を育成すると

ともに、地域の方針策定への参画を促進するものとします。 

また、経営発展に取り組む若手女性農業者の新たなチャレンジや実践活動を支援

し、更なる能力発揮と経営参画を促進します。 

  (5)  定年退職者等のＵＪＩターンの促進 

移住・定住部署と連携し、大都市圏等における就農啓発・相談活動や、農業大学

校での「やまぐち就農支援塾」による技術習得研修等を実施するとともに、地域で

の「営農塾」の取組を支援するものとします。 

  (6)  企業等の農業参入の促進 

他産業からの農業参入を促進するため、市町、農業団体、関係部局等と連携し、

参入企業等のニーズや地域の実情に応じた支援を実施するものとします。 
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第８ 第５に掲げる事項と相まって推進する農業従事者の安定的な就業の促進に関する事

項                                      

 １ 農業従事者の安定的な就業の促進の目標 

農山村地域の経済は、農林業及び地域資源を利用した地場産業を核として発展して

きました。しかし、人口減少・少子高齢化の中、農業においても担い手が大きく減少

し全国に比較して大幅に高齢化が進んでいることから、次代を担う新規就農者の確保・

育成が急務となっています。 

また、近年、地場産業にあっては、小規模経営に加えて、過疎化や高齢化により雇

用機会が減少し、農業従事者の農業外就業の場は少なくなってきています。一方、農

業にあっては、農産物価格の低迷や資材価格高騰等により、農業所得が減少傾向にあ

ります。 

このため、農林水産物を利用した加工販売施設の整備や交流の場の充実、ネットワ

ーク化による交流人口の拡大など、地域資源を活用しながら住民が主体となった内発

型の就業の場づくりを促進するものとします。また、農業経営においても従来の農産

物の生産と出荷にとどまることなく、農産物の加工や販売の一体化による６次産業化、

情報発信による都市地域との交流促進、ＩＣＴ管理システムの導入など、多角的、企

業的な農業経営や集落営農法人連合体の全県展開を図ることにより、農業従事者の安

定的な就業を促進するものとします。 

 

 ２ 農村地域における就業機会の確保のための構想 

地域資源を活かした地域活動・起業活動等を推進することにより、地域の活性化を

図りながら農業従事者等の就業機会の確保に努めるものとします。 

また、農業者による生産・加工・販売の一体化や、農業と第２次・第３次産業の融

合等により、農山漁村に由来する農林水産物、バイオマスや農山漁村の風景、そこに

住む人の経験・知恵に至るあらゆる「資源」と、食品産業、観光産業、ＩＴ産業等の

「産業」を結び付け、地域ビジネスの展開と新たな業態の創出を促す農業・農村の６

次産業化の取組についても検討するものとします。 

   (1)  地域などの主体性の発揮による取組 

農山漁村のニーズと、企業や都市住民などのマンパワーを結びつけ、体験・交流

を通じた相互理解を促進し、地域の自主性に基づく実践活動を地産・地消の取組に

発展させることで、農林水産業・農山漁村を守り育む取組を推進するものとします。 

   (2)  多彩な能力を持つ女性・高齢者の役割発揮による取組 

多様な地域資源を活かした起業活動や、地域活動等において、多彩な能力を持つ

女性・高齢者等が力を発揮し、活躍できる環境づくりを推進するものとします。 

   (3)  体験交流活動の推進 

自然環境や伝統文化、人材などの地域資源を活かした取組を推進するとともに、

地域からの情報発信や交流施設等の充実を図り、農山漁村の生産・生活などの体験・

交流を促進し、交流人口の拡大による地域の活性化を推進するものとします。 
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第９ 農業構造の改善を図ることを目的とする主として農業従事者の良好な生活環境を確

保するための施設の整備に関する事項                                 

 １ 生活環境施設の整備の必要性 

農村地域は、農業生産活動と生活が一体的に営まれている場であり、地域住民の社

会活動が営まれることにより、県土・環境の保全、水源かん養、さらには地域文化の

伝承や情操かん養といった多面的機能が発揮されています。 

しかし、近年の農村地域においては高齢化の進行に併せて兼業化や混住化が進行し、 

農業生産活動の低迷はもとより荒廃農地の発生や土地改良施設の維持管理の粗放化、

更には本来農業・農村が有している多面的機能の低下や農村活力の低下など、農業・

農村を取り巻く環境は年々厳しさを増しています。 

そのため、農業生産基盤と農村地域の生活環境基盤を一体的に整備することを基本

にしながら、農村地域社会の情勢の変化や農業構造の変化に対応した生活環境施設の

整備を進め、農業従事者はもとより地域住民の良好な生活環境の確保、住民相互の連

帯感と福祉の向上、健康増進、文化的活動の助長を図り、併せて地域における定住条

件の整備や次代を担う農業後継者の確保を図ることが必要です。 

 

 ２ 生活環境施設の整備の構想 

   (1)  農村整備 

快適で活力のある農村を実現するため、地域住民の参加を得て策定する「農村振

興基本計画」に基づき、各種基盤整備を総合的に実施するものとします。 

また、農村地域の生活環境を改善し、さらには循環型社会を構築するため、し尿

や生活排水を処理する施設の計画的な整備を行うものとします。 

   (2)  中山間地域総合整備 

県土の約７割を占める中山間地域の一層の活性化を図るため、生産基盤整備と農

村生活環境基盤整備を一体的に実施し、収益性の高い農業の実現と集落機能の再編・

強化に努めるとともに、多面的機能をもつ棚田地域の保全整備など、地域の実情に

即した整備を行うものとします。 

   (3)  農村環境の確保 

農業農村整備事業の実施に当たっては、「環境との調和への配慮」が原則である

ことから、環境との調和に配慮し、豊かな生態系や景観等を保全するため、有識者

からなる「農業農村整備事業環境情報協議会」での検討結果や市町が作成する環境

配慮の基本方針である「田園環境整備マスタープラン」に基づき、地域の特性に応

じた多自然型の整備を推進するものとします。 


